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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　長手方向の第１の端面と、第２の端面と、外周面と、前記第１の端面と前記第２の端面
とを連通する流路と、を備える多孔質無機材料からなる基材と、
　前記流路の内壁面に形成された分離膜と、
　前記基材の前記外周面の少なくとも一部に形成された外周面シール層と、
　を備え、
　前記第１の端面は、被処理流体が流入する入口側であり、
　前記外周面シール層は、前記基材の前記長手方向の長さの二等分線を境に、前記第１の
端面側の面積が前記第２の端面側の面積より大きい、分離膜構造体。
【請求項２】
　請求項１に記載の分離膜構造体において、
　前記基材の前記第１の端面に形成された第１の端面シール層および前記第２の端面に形
成された第２の端面シール層を、さらに備え、
　前記外周面シール層は、前記第１の端面シール層および前記第２の端面シール層の少な
くともいずれか一方から延設されている、分離膜構造体。
【請求項３】
　請求項１または請求項２に記載の分離膜構造体において、
　前記外周面シール層は、２以上の領域に分割されて形成されている、分離膜構造体。
【請求項４】
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　請求項１から請求項３までのいずれか一項に記載の分離膜構造体と、前記分離膜構造体
を内部に格納する筐体と、を備える分離膜構造体モジュール。
【請求項５】
　請求項４に記載の分離膜構造体モジュールにおいて、
　前記分離膜構造体は、弾性材料から成るシール部材を介して、前記筐体内に格納されて
いる、分離膜構造体モジュール。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、分離膜を備える分離膜構造体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　多孔質構造を有する柱状の基材と、基材の長手方向と平行な流路の内壁面に形成された
分離膜と、を備える分離膜構造体において、基材の端面をガラスシール層で被覆する技術
がある（例えば、特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１２－１７６３６７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　分離膜構造体を用いてクロスフロー方式で被処理流体を処理する場合、被処理流体は分
離膜構造体の入口側端面から分離膜構造体に導入され、流路内を流通しつつ、分離膜およ
び基材を透過して外周面から濾過液として排出されると共に、分離膜構造体の出口側端面
から濃縮液として排出される。このように分離膜構造体をクロスフロー方式で用いる場合
に、分離膜構造体の入口に近いほど、流路内の圧力が高く膜間差圧が高くなり、処理量が
多くなるため、分離膜構造体の入口付近では、被処理流体の残渣により分離膜の膜閉塞（
目詰まり）が生じやすいという課題があった。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明は、上記の課題を解決するためになされたものであり、以下の形態として実現す
ることができる。
【０００６】
（１）本発明の一形態によれば、分離膜構造体が提供される。この分離膜構造体は、長手
方向の第１の端面と、第２の端面と、外周面と、前記第１の端面と前記第２の端面とを連
通する流路と、を備える多孔質無機材料からなる基材と、前記流路の内壁面に形成された
分離膜と、前記基材の前記外周面の少なくとも一部に形成された外周面シール層と、を備
え、前記外周面シール層は、前記基材の前記長手方向の長さの二等分線を境に、前記第１
の端面側の面積が前記第２の端面側の面積より大きい。この形態の分離膜構造体によれば
、外周面シール層が第１の端面側の外周面から濾過液の排出を妨げることにより、第１の
端面側の分離膜の膜間差圧を小さくすることができる。そのため、第１の端面側の分離膜
で過度な分離が抑制され、長尺方向の各部位の分離膜において分離の頻度を均等に近づけ
ていくことができる。このため、分離膜構造体として安定した分離が可能となる。
【０００７】
（２）上記形態の分離膜構造体において、前記第１の端面は、被処理流体が流入する入口
側であってもよい。このようにすると、分離膜構造体の入口側における分離膜の膜閉塞を
抑制することができ、出口側（第２の端面側）でも入口側と同程度に分離を行うことがで
きるので、分離膜構造体として、安定した分離が可能となる。
【０００８】
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（３）上記形態の分離膜構造体において、前記基材の前記第１の端面に形成された第１の
端面シール層および前記第２の端面に形成された第２の端面シール層を、さらに備え、前
記外周面シール層は、前記第１の端面シール層および前記第２の端面シール層の少なくと
もいずれか一方から延設されてもよい。このようにすると、第１の端面シール層および第
２の端面シール層（以下、第１の端面シール層および第２の端面シール層をまとめて単に
端面シール層とも称する）の少なくともいずれか一方を形成する際に、一体的に外周面シ
ール層を形成することができるため、端面シール層と同時に、外周面シール層を形成する
ことができる。そのため、外周面シール層を容易に形成することができる。
【０００９】
（４）上記形態の分離膜構造体において、前記外周面シール層は、２以上の領域に分割さ
れて形成されてもよい。このようにしても、分離膜の膜間差圧を調整して、分離膜の目詰
まりを抑制することができ、分離膜構造体として安定した分離が可能となる。
【００１０】
（５）本発明の一形態によれば、分離膜構造体モジュールが提供される。この分離膜構造
体モジュールは、上記形態の分離膜構造体と、前記分離膜構造体を内部に格納する筐体と
、を備える。この分離膜構造体モジュールによれば、第１の端面側の分離膜の膜閉塞が抑
制されるため、安定した分離が可能となる。また、第１の端面側の分離膜で偏った膜閉塞
が抑制され、分離膜構造体モジュールの分離膜の洗浄回数を低減することができ、利便性
が向上される。また、分離膜の洗浄回数を低減することができるため、洗浄にかかる工数
，時間を抑制することができ、全体として処理効率が向上される。また、洗浄に要する費
用を低減することができる。
【００１１】
（６）上記形態の分離膜構造体モジュールにおいて、前記分離膜構造体は、弾性材料から
成るシール部材を介して、前記筐体内に格納されてもよい。
【００１２】
　本発明は、種々の形態で実現することが可能であり、例えば、分離膜構造体を備えた装
置、分離膜構造体の製造方法、分離膜構造体モジュールの製造方法等の形態で実現するこ
とができる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本発明の実施形態としての分離膜構造体モジュールの構造を模式的に示す切断部
端面図である。
【図２】分離膜構造体の外観を示す説明図である。
【図３】基材の外観を示す説明図である。
【図４】比較例の分離膜構造体の外観を示す説明図である。
【図５】分離膜構造体における膜間差圧を説明するための説明図である。
【図６】変形例の分離膜構造体の外観を模式的に示す模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
Ａ．実施形態：
Ａ－１．分離膜構造体モジュールの構造：
　図１は、本発明の実施形態としての分離膜構造体モジュール１００の構造を模式的に示
す切断部端面図である。図１は、略円柱状に形成された分離膜構造体２０の長手方向に沿
った中心軸を含む切断面を図示している。分離膜構造体モジュール１００は、分離膜構造
体２０と、筐体３０と、を主に備え、クロスフロー方式で被処理液を処理可能に構成され
ている。分離膜構造体２０は、Ｏリング３７，３８，金属製遮断部材３５，３６，および
Ｏリング３９，４０を介して、筐体３０に支持されて、筐体３０内に収容されている。本
実施形態におけるＯリング３７，３８が、請求項におけるシール部材に相当する。
【００１５】
　図２は、分離膜構造体の外観を示す説明図である。図２では、分離膜構造体２０を筐体
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３０内に格納する際に用いられるＯリング３７，３８を、破線で図示している。分離膜構
造体２０は、外形が略円柱状に形成され、その一方の端面(第１の構造体端面２８Ｆ）か
ら他方の端面(第２の構造体端面２８Ｓ)までを貫通する複数の貫通孔（流路２６）が形成
されている。
【００１６】
　図１に示すように、分離膜構造体２０は、基材２２と、分離膜２４と、第１の端面シー
ル層２８１，第２の端面シール層２８２と、第１の外周面シール層２９１と、第２の外周
面シール層２９２と、を備える。以下、第１の端面シール層２８１，第２の端面シール層
２８２をまとめて、端面シール層２８とも称し、第１の外周面シール層２９１，第２の外
周面シール層２９２をまとめて、外周面シール層２９とも称する。端面シール層２８およ
び外周面シール層２９については、後に詳述する。
【００１７】
　図３は、基材の外観を示す説明図である。図３に示すように、基材２２は、円形状を成
す第１の端面２２１と、第２の端面２２２と、外周面２２３とを備え、全長約１０００ｍ
ｍの円柱状に形成されたアルミナ製の多孔質体である。基材２２には、第１の端面２２１
と第２の端面２２２とを連通し、分離膜構造体２０によって処理される被処理液が流通す
る流路２６が複数形成されている、いわゆる、モノリス多孔質体である。
【００１８】
　分離膜２４は、基材２２よりも平均孔径の小さい微細孔を多数備えるアルミナ製の多孔
質膜である。分離膜２４は、基材２２に形成された流路２６の表面に形成されている(図
１)。
【００１９】
　図２に示すように、第１の端面シール層２８１は、基材２２の第１の端面２２１(図３)
に形成され、第１の端面２２１全体を被覆している。さらに、第１の端面シール層２８１
は、図１の部分拡大図中に図示するように、基材２２の第１の端面２２１から連続して、
分離膜２４の内表面の一部にも形成されている。
【００２０】
　第２の端面シール層２８２は、基材２２の第２の端面２２２(図３)に形成され、第２の
端面２２２全体を被覆している。さらに、第２の端面シール層２８２は、図１の部分拡大
図中に図示するように、基材２２の第２の端面２２２から連続して、分離膜２４の内表面
の一部にも形成されている。
【００２１】
　第１の外周面シール層２９１および第２の外周面シール層２９２は、基材２２の外周面
２２３(図３)の一部に形成されている。外周面シール層２９は、基材２２の長手方向の長
さの二等分線ＣＬを境に、第１の端面２２１側の面積が第２の端面２２２側の面積より大
きい。詳しくは、第１の外周面シール層２９１は、基材２２の外周面２２３の第１の端面
２２１側の端から第２の端面２２２に向かって基材２２の長手方向の長さの二等分線ＣＬ
を越えて、第１の端面２２１側の端から７８５ｍｍの位置まで、基材２２の外周面２２３
(図３)を被覆するように形成されている。第２の外周面シール層２９２は、基材２２の外
周面２２３の第２の端面２２２側の端から第１の端面２２１に向かって１５ｍｍの位置ま
で、基材２２の外周面２２３を被覆するように形成されている。すなわち、基材２２の外
周面２２３において、第１の端面２２１側の端から７８５ｍｍの位置から２００ｍｍの領
域は、外周面シール層２９が形成されていない、非被覆領域２２４である。本実施形態に
おいて、第１の外周面シール層２９１は、第１の端面シール層２８１から延設されており
、第２の外周面シール層２９２は第２の端面シール層２８２から延設されている。また、
本実施形態において、端面シール層２８および外周面シール層２９は、ガラスにより形成
されている。
【００２２】
　筐体３０は、内部に分離膜構造体２０を収容する空間を有する中空の金属製容器であっ
て、図１に示すように、被処理液を導入する導入口３１と、分離膜構造体２０によって濾
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過された濾過液を流出する第１の濾過液口３３と、第２の濾過液口３４と、分離膜構造体
２０によって、被処理液が濃縮された濃縮液が排出される濃縮液排出口３２と、を備える
。分離膜構造体２０において、第１の外周面シール層２９１の第１の構造体端面２８Ｆ近
傍上に配置されたＯリング３７を介して環状の金属製遮断部材３５が嵌設され、第２の外
周面シール層２９２上に配置されたＯリング３８を介して環状の金属製遮断部材３６が嵌
設されている。分離膜構造体２０は、筐体３０の内壁と金属製遮断部材３５，３６との間
にＯリング３９，４０を介して、筐体３０内に支持されて収容されている。このように分
離膜構造体２０が筐体３０内に収容されているため、筐体３０内の空間が、第１の構造体
端面２８Ｆと筐体３０内壁で囲まれた第１の空間Ｓ１、外周面２２３（第１の外周面シー
ル層２９１が形成された領域を含む）と筐体３０内壁で囲まれた第２の空間Ｓ２、第２の
構造体端面２８Ｓと筐体３０内壁で囲まれた第３の空間Ｓ３に、それぞれ、密閉性を保っ
て分割されている。なお、第２の外周面シール層２９２は、Ｏリング３８が形成される位
置を少し超える程度に形成されており（図２）、分離膜構造体２０が筐体３０内に収容さ
れた際、第２の外周面シール層２９２は第２の空間Ｓ２にほとんど接しない（図１）。
【００２３】
　上述の通り、分離膜構造体モジュール１００を用いてクロスフロー方式で被処理液を処
理することができる。被処理液が導入口３１から筐体３０内の第１の空間に導入されると
、被処理液は、分離膜構造体２０の第１の端面２２１側から分離膜構造体２０に入り、流
路２６を流通しつつ、分離膜２４を通過可能な成分だけが、分離膜２４，基材２２を通過
して、第２の空間Ｓ２に流出し、濾過液として第１の濾過液口３３，第２の濾過液口３４
から流出する。被処理液は、分離膜構造体２０により被処理液が濃縮されて第３の空間Ｓ
３に流出し、濃縮液として濃縮液排出口３２から排出される。
【００２４】
　本実施形態の分離膜構造体２０は、基材２２の外周面２２３の一部に第１の外周面シー
ル層２９１が形成されているため、図１に示すように、分離膜２４を透過した被処理液（
濾過液）は、基材２２の外周面２２３において第１の外周面シール層２９１が形成されて
いる領域からは排出されず、基材２２の中を流通して、外周面２２３の非被覆領域２２４
から第２の空間Ｓ２に排出される。そのため、後に詳述するように、分離膜２４において
、第１の外周面シール層２９１に対応する領域において、膜間差圧を小さくすることがで
きる。一方、第２の外周面シール層２９２は、上述の通り、第２の空間Ｓ２にほとんど接
しない。そのため、第２の外周面シール層２９２は、膜間差圧の調整には寄与しない。す
なわち、第２の外周面シール層２９２は、後述する被処理液の濾過量の調整には寄与しな
い。第２の外周面シール層２９２において、第２の空間Ｓ２に接する部分は、膜間差圧の
調整には寄与しない程度であり、その意味で、「第２の外周面シール層２９２は第２の空
間に『ほとんど接しない』」と記載している。なお、第２の外周面シール層２９２が、第
２の空間Ｓ２に接しない構成にしてもよい。
【００２５】
　基材２２の第１の端面２２１、第２の端面２２２は、第１の端面シール層２８１および
第２の端面シール層２８２により被覆されているため、被処理液が、分離膜２４を通過す
ることなく、基材２２だけを通過して濾過液中に混じったり、分離膜２４を通過した濾過
液が基材２２を介して濃縮液中に混じることにより、処理効率が低下することを抑制する
ことができる。
【００２６】
　また、図１，２に示すように、外周面シール層２９が、基材２２の外周面２２３の一部
を被覆しており、外周面シール層２９上でＯリング３７，３８を介して筐体３０内に支持
されている。そのため、第１の空間において、被処理液が基材２２の外周面２２３から基
材２２内に入り、基材２２内を流通して外周面２２３から第２の空間に流出したり、流路
２６を流通し、分離膜２４を透過した濾過液が第３の空間に基材２２の外周面２２３から
排出されることが抑制される。
【００２７】
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Ａ－２．評価試験結果：
　上記実施形態の分離膜構造体２０（サンプル１）と比較例の分離膜構造体２０Ｐ（サン
プル２）とを用いて、第１の外周面シール層２９１による分離膜２４の膜閉塞抑制効果を
調べた。
【００２８】
　図４は、比較例の分離膜構造体２０Ｐの外観を示す説明図である。比較例の分離膜構造
体２０Ｐは、第１の外周面シール層２９１Ｐの長手方向の長さ（以下、単に長さと称する
）が本実施形態の分離膜構造体２０の第１の外周面シール層２９１の長手方向の長さより
短いが、その他の構成は本実施形態の分離膜構造体２０と同様である。第１の外周面シー
ル層２９１Ｐの長さは、第２の外周面シール層２９２Ｐと同一である。第１の外周面シー
ル層２９１Ｐが本実施形態の第１の外周面シール層２９１より短く、第２の外周面シール
層２９２Ｐの長さが本実施形態の２９２と同一であるため、比較例の分離膜構造体２０Ｐ
の基材２２の外周面２２３における非被覆領域２２４Ｐは、本実施形態の分離膜構造体２
０における非被覆領域２２４よりも長い。以下に、各サンプルの詳細（各外周面シール層
の形成領域、非被覆領域の長さ）および試験方法について説明する。
【００２９】
＜サンプル＞
　サンプル１．本実施形態　分離膜構造体２０：
　　　長さ　１０００ｍｍ
　　　第１の外周面シール層２９１　第１の端面２２１から長さ７８５ｍｍ
　　　第２の外周面シール層２９２　第２の端面２２２から長さ１５ｍｍ
　　　基材２２外周面２２３における非被覆領域２２４　長さ２００ｍｍ
　サンプル２．比較例　分離膜構造体２０Ｐ：
　　　長さ　１０００ｍｍ
　　　第１の外周面シール層２９１Ｐ　第１の端面２２１から長さ１５ｍｍ
　　　第２の外周面シール層２９２Ｐ　第２の端面２２２から長さ１５ｍｍ
　　　基材２２外周面２２３における非被覆領域２２４Ｐ　長さ９７０ｍｍ
【００３０】
＜製造方法＞
　サンプル１．分離膜構造体２０
　　（１）分離膜２４が形成された基材２２の外周面２２３の両端側１５ｍｍずつを残し
、その他の部分をマスキングテープで保護する。
　　（２）（１）をガラス釉薬スラリー中に浸漬して、基材２２の外周面２２３の両端側
１５ｍｍずつをコーティングする。
　　（３）８０℃の温風乾燥機内で１時間乾燥する。
　　（４）基材２２の外周面において、第１の端面２２１から７８５ｍｍの位置を始点と
し９８５ｍｍの位置までをマスキングテープで保護する。
　　（５）（４）の外周面にスプレーコーティングによりガラス釉薬をコーティングする
。（スプレーコーティングによりガラス釉薬をコーティングしているため、分離膜２４の
対応する領域には、ガラス釉薬によるコーティングは形成されない。）
　　（６）マスキングテープを剥離した後、９００℃の熱処理炉で２時間焼成する。
　サンプル２．分離膜構造体２０Ｐ：
　　サンプル１における工程（１）～（３）、および（６）を行った。
【００３１】
＜膜閉塞評価試験＞
　被処理液：精製水１Ｌに対して脱脂粉乳１００ｇの割合で溶解させた脱脂粉乳溶液
　被処理液の温度：２５℃
　被処理液の線速度：２．３ｍ／ｓ
　各サンプルをそれぞれ、筐体３０内に、上述の方法で取付けて、各サンプルから排出さ
れた濃縮液および濾過液を再び各サンプルに導入する循環系の配管とした。上記の試験条
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件で２時間、クロスフロー方式で被処理液を処理した後、各サンプルを筐体３０から取り
外して解体し、分離膜２４の表面を拡大鏡（拡大倍率：１０～５０倍）で目視により観察
した。その結果、サンプル２（比較例の分離膜構造体２０Ｐ）の分離膜２４では、被処理
液の流通方向の上流側に近い領域ほど、被処理液に含まれる固形物による膜閉塞が多く観
察され、全体的に膜閉塞が多いことが確認された。一方、サンプル１（本実施形態の分離
膜構造体２０）の分離膜２４では、被処理液の流通方向の上流側での偏った膜閉塞は確認
されず、全域において被処理液に含まれる固形物による膜閉塞がサンプル２に対して大幅
に低減していた。
【００３２】
　以上説明したように、本実施形態の分離膜構造体２０によれば、被処理液（被処理流体
）の流通方向の上流側（入口側ともいう）での偏った分離膜２４の膜閉塞が抑制された。
分離膜構造体２０において被処理液の流通方向の上流側での偏った分離膜２４の膜閉塞が
抑制された理由は、第１の外周面シール層２９１によって、分離膜構造体２０の外周面側
から分離膜構造体２０（つまりは分離膜２４）に掛かる圧力が高められ、被処理液の流通
方向の上流側での分離膜２４の膜間差圧が低減されたためと考えられる。ここで、膜間差
圧とは、被処理液によって分離膜構造体（つまりは分離膜）に掛かる圧力（1次圧力）と
、分離膜構造体の外周面側から分離膜構造体（つまりは分離膜）に掛かる圧力（２次圧力
）との差を表したものである。分離膜構造体において、この膜間差圧が大きい箇所ほど、
被処理液の濾過量（分離量）が多くなる。
　なお、通常クロスフロー方式で被処理流体を処理する場合、被処理流体の圧損により、
分離膜構造体における入口側ほど被処理流体が分離膜構造体（つまりは分離膜）に掛ける
圧力は高く、出口側ほどこの圧力が小さくなる。したがって、比較例であるサンプル２の
分離膜構造体２０Ｐのような構造では、分離膜構造体２０Ｐの外周面側から掛かる圧力が
被処理流体の流通方向の上流側から下流側まで均一であるから、被処理流体の流通方向の
上流側（つまりは入口側）ほど膜間差圧が大きく、被処理流体の流通方向の下流側（つま
りは出口側）ほど膜間差圧が小さくなる。したがって、比較例であるサンプル２では、被
処理流体の流通方向の上流側において、分離量が多くなり、分離膜２４の偏った膜閉塞が
起こるものである。
【００３３】
　以下、図５を用いて、本実施形態の分離膜構造体２０において分離膜２４の膜間差圧が
低減された理由について、詳細に説明する。
　図５は、本実施形態の分離膜構造体２０および分離膜構造体２０Ｐにおける膜間差圧を
説明するための説明図である。図５（Ａ）は本実施形態の分離膜構造体２０、（Ｂ）は比
較例の分離膜構造体２０Ｐにおける膜間差圧を、それぞれ概念的に示す。図５において、
外周面シール層２９の形成領域と膜間差圧との対応を示すために、分離膜構造体２０の一
部の断面を図示している。また、図５では、分離膜構造体２０，２０Ｐが筐体３０の第２
の空間Ｓ２（図１）と接する領域における膜間差圧を示している。被処理液は分離膜構造
体２０，２０Ｐを透過して第２の空間Ｓ２に排出されるからである。
【００３４】
　図５（Ａ）に示すように、流路２６内の圧力は、被処理液の入口（第１の構造体端面２
８Ｆ）から出口（第２の構造体端面２８Ｓ）に向かって、圧力損失により略線形に減少す
る。流路２６内の圧力を１次側（被処理流体側）圧力とも称する。一方、濾過液側（２次
側とも称する）の圧力は、非被覆領域２２４（外周面シール層２９が形成されていない領
域）では、大気圧となり、外周面シール層２９が形成されている領域では、大気圧よりも
高くなる。基材２２の長手方向における中心軸と直交する方向を濾過方向（図５の端面図
において下方向）とすると、外周面シール層２９が形成されている領域では、分離膜２４
を透過した濾過液が、基材２２を濾過方向に透過できないため、濾過液は基材２２内を長
手方向に流通しつつ、非被覆領域２２４において外周面２２３から第２の空間Ｓ２に排出
される（図１）。外周面シール層２９が形成されている領域では、基材２２の空孔に濾過
液が滞留するため、非被覆領域２２４よりも２次側圧力が高くなる。第１の外周面シール
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層２９１が形成されている領域において、被処理液の入口側（基材２２の第１の端面２２
１側）ほど圧力が高いのは、分離膜２４を透過して基材２２に入った濾過液が、外周面２
２３の非被覆領域２２４から外部に排出されるまでの距離が長いことにより、基材２２の
空孔を透過液が通過する抵抗がより高くなるためである。このように、分離膜２４の１次
側圧力と２次側圧力との差である膜間差圧は、第１の外周面シール層２９１が形成されて
いる領域において小さくなる。本実施形態の分離膜構造体２０では、分離膜２４の膜間差
圧が長手方向全域に亘り略一定になっている。
【００３５】
　これに対し、比較例の分離膜構造体２０Ｐ（図５（Ｂ））では、第２空間と接する領域
には第１の外周面シール層２９１Ｐが形成されていないため、２次側圧力は、大気圧であ
る。流路２６内圧力（１次側圧力）は、本実施形態の分離膜構造体２０と同様に、分離膜
構造体２０Ｐの入口（第１の構造体端面２８Ｆ）から出口（第２の構造体端面２８Ｓ）に
向かって、圧力損失により略線形に減少する。そのため、膜間差圧は、分離膜構造体２０
の入口（第１の構造体端面２８Ｆ）側が最も大きく、出口（第２の構造体端面２８Ｓ）に
向かって略線形に減少する。
【００３６】
　分離膜構造体において分離膜の膜間差圧が大きい領域ほど被処理液の濾過量が多くなる
ため、残渣の量も多くなり、分離膜の目詰まり、すなわち、膜閉塞が生じやすい。比較例
の分離膜構造体２０Ｐでは、入口（第１の構造体端面２８Ｆ）近傍において膜間差圧が大
きいため、分離膜２４の膜閉塞が生じやすい。これに対し、本実施形態の分離膜構造体２
０では、分離膜構造体２０の入口（第１の構造体端面２８Ｆ）近傍に第１の外周面シール
層２９１が形成されており、分離膜構造体２０の入口（第１の構造体端面２８Ｆ）近傍の
膜間差圧を小さくしているため、分離膜構造体２０の入口近傍における処理量（濾過量）
を低減することができ、入口近傍における分離膜２４の膜閉塞を抑制することができる。
さらに、本実施形態の分離膜構造体２０では、外周面２２３の入口側（第１の構造体端面
２８Ｆ）の端から、基材２２の二等分線ＣＬを越えて第１の外周面シール層２９１が形成
されており、分離膜２４の膜間差圧が長手方向全域に亘り略一定になっている。そのため
、分離膜構造体２０の長手方向全域に亘り、被処理液を均等に分離できるようになり、分
離膜２４の膜閉塞を抑制することができる。
【００３７】
　クロスフロー方式で被処理液を処理する場合、濃縮液排出口３２から排出された濃縮液
は再度、導入口３１から分離膜構造体２０に導入され、所定の処理時間の間、被処理液は
循環されて処理が継続されるケースがある。本実施形態の分離膜構造体２０と比較例の分
離膜構造体２０Ｐにおいて、被処理液の筐体３０への導入流速を同一にした場合、本実施
形態の分離膜構造体２０の単位時間当たりの濾過液量は、比較例の分離膜構造体２０Ｐの
単位時間当たりの濾過液量よりも少ないものの、分離膜２４の膜閉塞が抑制される。その
ため、分離膜構造体２０では、所定の処理時間（例えば、３～１０時間）の間に、分離膜
２４を洗浄する回数を、分離膜構造体２０Ｐよりも低減することができ、安定した分離が
可能となる。その結果、本実施形態の分離膜構造体２０によれば、洗浄にかかる工数（時
間）を抑制することができ、全体として処理効率が向上される。また、分離膜２４を洗浄
する場合は、分離膜構造体モジュール１００を解体するため手数がかかるが、本実施形態
の分離膜構造体２０では、分離膜２４の洗浄回数が低減されることにより、洗浄にかかる
手数が低減され、利便性が向上される。なお、本実施形態において、第１の外周面シール
層２９１が形成されている領域では、上述の通り、分離膜２４の対応する領域を透過した
濾過液は基材２２を被処理流液の流通方向に流通しつつ、基材２２の外周面２２３の非被
覆領域から第２の空間に排出されるため、濾過量は多くないものの、被処理液の濾過は行
われる。一方、分離膜構造体２０Ｐでは、分離膜２４の目詰まりが生じてしまうと、その
領域では濾過が行われないので、極端に処理能力が低下してしまうため、洗浄が必要とな
る。
【００３８】
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　分離膜構造体の長手方向全域に亘り、分離量を略均等にするためには、入口側から出口
側に向けて分離膜の厚さを減少させる（厚さ勾配を持たせる）方法が考えられる。分離膜
を基材流路の内表面に形成する場合には、流路径を入口側から出口側に向けて小さくする
と、分離膜構造体の流路径を長手方向全域に亘り略一定にすることができる。分離膜を基
材の外表面に形成する場合には、基材の外径を入口側から出口側に向けて大きくすると、
分離膜構造体の外径を長手方向全域に亘り略一定にすることができる。しかしながら、厚
さ勾配を有する分離膜を形成するのは手間がかかる上、厚さ勾配を有する分離膜を精度よ
く製造するのは困難である。また、流路径や外径に勾配を設けた基材を形成するのも困難
であり、精度を出すのも難しい。
　これに対し、本実施形態の分離膜構造体２０は、第１の外周面シール層２９１の長さを
長くすることにより、分離量を略均等にしている。上述の通り、第１の外周面シール層２
９１は、ガラス釉薬に浸漬後、ガラス釉薬をスプレーコーティングすることにより形成さ
れており、長さを変えるのは容易である。本実施形態の分離膜構造体２０では、分離膜２
４、基材２２自体の分離性能を変えることなく、第１の外周面シール層２９１の長さを長
くすることにより、分離膜構造体２０の長手方向全域に亘り、分離量を略均等にしている
ため、上記の他の方法に比べて、製造が容易であり、精度も要さない。また、第１の外周
面シール層２９１の長さを調整することにより、分離膜構造体２０の分離性能を微調整す
ることも可能である。
【００３９】
Ｂ．変形例：
　本発明は、上述の実施形態に限られるものではなく、その趣旨を逸脱しない範囲におい
て種々の構成で実現することができる。例えば、発明の概要の欄に記載した各形態中の技
術的特徴に対応する実施形態中の技術的特徴は、上述の課題の一部または全部を解決する
ために、あるいは、上述の効果の一部または全部を達成するために、適宜、差し替えや組
み合わせを行うことが可能である。また、その技術的特徴が本明細書中に必須なものとし
て説明されていなければ、適宜、削除することが可能である。例えば、例えば次のような
変形も可能である。
【００４０】
Ｂ－１．第１変形例：
　外周面シール層２９の形状は、上記実施形態に限定されない。外周面シール層２９は、
少なくとも被処理液の流通方向の上流側（第１の構造体端面２８Ｆと二等分線ＣＬとの間
の少なくとも一部）の分離膜２４の膜間差圧を低減するように形成されてもよい。さらに
、外周面シール層２９は、分離膜２４の膜間差圧が長手方向全域に亘り略一定となるよう
に形成されるのがより好ましい。例えば、図６に示すような変形も可能である。
【００４１】
　図６は、変形例の分離膜構造体の外観を模式的に示す模式図である。図６（Ａ）～（Ｅ
）に示した外周面シール層２９Ａ～２９Ｅは、少なくとも被処理液の流通方向の上流側の
分離膜２４の膜間差圧を低減するように形成されている。外周面シール層２９Ａ～２９Ｅ
は、それぞれ、形状が異なるものの、基材２２の長手方向の二等分線ＣＬを境に、第１の
端面２２１側の面積が第２の端面２２２側の面積より大きい。
【００４２】
　図６（Ａ）に示すように、変形例１の分離膜構造体２０Ａにおいて、外周面シール層２
９Ａは、上記実施形態と同様に、第１の外周面シール層２９１Ａと第２の外周面シール層
２９２Ａとを備える。第１の外周面シール層２９１Ａの長手方向の長さは、基材２２の長
さの半分の長さより短いものの、第２の外周面シール層２９２Ａより長い。図６（Ｂ）に
示すように、変形例２の分離膜構造体２０Ｂにおいて、外周面シール層２９Ｂは、第１の
外周面シール層２９１Ｂと第２の外周面シール層２９２Ｂと第３の外周面シール層２９３
Ｂとを備える。すなわち、変形例２の外周面シール層２９Ｂは、３つの領域に分割されて
形成されている。図６（Ｃ）に示すように、変形例３の分離膜構造体２０Ｃにおいて、外
周面シール層２９Ｃは、第１の外周面シール層２９１Ｃと第２の外周面シール層２９２Ｃ
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と第３の外周面シール層２９３Ｃと第４の外周面シール層２９４Ｃとを備える。すなわち
、変形例３の外周面シール層２９Ｃは、４つの領域に分割されて形成されている。そして
、基材２２の長手方向の二等分線ＣＬを境に第１の端面２２１側に２つの領域（第１の外
周面シール層２９１Ｃ，第３の外周面シール層２９３Ｃ）が形成され、第２の端面２２２
側にも２つの領域（第２の外周面シール層２９２Ｃ，第４の外周面シール層２９４Ｃ）が
形成されている。図６（Ｄ）に示すように、変形例４の分離膜構造体２０Ｄにおいて、第
１の外周面シール層２９１Ｄは、第１の外周面シール層２９１Ｄと、第２の外周面シール
層２９２Ｄと、複数（ここでは５つ）の第３の外周面シール層２９３Ｄと、を備える（図
６（Ｄ）の裏側の面に３つの第３の外周面シール層２９３Ｄを備える）。第３の外周面シ
ール層２９３Ｄは、第１の外周面シール層２９１Ｄから長手方向に帯状に延設されている
。すなわち、変形例４の外周面シール層２９Ｄは、２つの領域（２９１Ｄ＋２９３Ｄの領
域と、２９２Ｄの領域）に分割されて形成されている。図６（Ｅ）に示すように、分離膜
構造体２０Ｅにおいて、外周面シール層２９Ｅは、第１の外周面シール層２９１Ｅと、第
２の外周面シール層２９２Ｅと、複数（ここでは４つ）の第３の外周面シール層２９３Ｅ
と、を備える（図６（Ｅ）の裏側の面に２つの第３の外周面シール層２９３Ｅを備える）
。第３の外周面シール層２９３Ｅは、第１の外周面シール層２９１Ｅと第２の外周面シー
ル層２９２Ｅとを繋ぐ帯状に形成されており、全体で１つの領域を形成している。第３の
外周面シール層２９３Ｅは、幅（基材２２の周方向の長さ）が第１の構造体端面２８Ｆ側
から第２の構造体端面２８Ｓ側に向かって小さくなっている。図６（Ｆ）に示すように、
変形例６の分離膜構造体２０Ｆにおいて、外周面シール層２９Ｆは、複数の円孔２９８を
備え、基材２２の外周面２２３全体に形成されている。複数の円孔２９８は、基材２２の
第１の端面２２１から第２の端面２２２に向けて、半径が徐々に大きく形成されている。
【００４３】
　上述の通り、図６（Ａ）～（Ｅ）に示した外周面シール層２９Ａ～２９Ｅは、基材２２
の長手方向の二等分線ＣＬを境に、第１の端面２２１側（上流側）の面積が第２の端面２
２２側(下流側)の面積より大きいため、上記実施形態と同様に、分離膜構造体２０Ａ～２
０Ｆの入口（第１の端面）近傍における分離膜２４の膜閉塞を抑制することができる。
【００４４】
Ｂ－２．第２変形例：
上記実施形態では、端面シール層２８および外周面シール層２９を形成する材料として、
ガラスを例示したが、これに限定されない。例えば、ＰＦＡ（テトラフルオロエチレン・
パーフルオロアルキルビニルエーテル共重合体）、ＦＥＰ（テトラフルオロエチレン・ヘ
キサフルオロプロピレン共重合体）、ＥＴＦＥ（テトラフルオロエチレン・エチレン共重
合体）等のテトラフルオロエチレンを基本分子骨格とした共重合フッ素樹脂化合物や、テ
トラフルオロエチレン単体等のフッ素系樹脂を用いてもよい。テトラフルオロエチレンを
基本分子骨格とした共重合フッ素樹脂化合物は、比較的溶融粘度が低く溶融時の流動性が
良いため、クラックを生じさせることなく厚くシール層を形成することが可能であるため
、表面粗さの大きな表面にシール層を形成する場合に、好適である。また、フッ素系エラ
ストマー等、ゴム弾性を有する材料によって形成してもよい。
【００４５】
Ｂ－３．第３変形例：
　上記実施形態において、基材２２の形状として、断面形状（基材２２の軸線と垂直な切
断面）が円形状の流路２６が形成された円柱状を例示したが、基材の形状はこれに限定さ
れない。例えば、第１，２の端面の形状が楕円形を成す円柱状であってもよい。第１，２
の端面の形状が多角形状（三角形、四角形、五角形、六角形等）の多角柱状であってもよ
い。さらに、板状であってもよい。また、流路の断面形状は、楕円形状、多角形状（三角
形、四角形、五角形、六角形等）であってもよい。また、上記実施形態においては、複数
の流路を備える例を示したが、流路の数は上記実施形態に限定されず、上記実施形態より
も多くても少なくてもよい。例えば、流路の数が１つでもよい。流路の数が１つの場合、
基材の形状を管状（筒状）に形成することができる。
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【００４６】
Ｂ－４．第４変形例：
　上記実施形態において、外周面シール層２９の形成方法の一例を示したが、外周面シー
ル層２９の形成方法は、上記実施形態に限定されない。乾燥温度、時間、シール層形成塗
料の塗布方法等、適宜選択すればよい。例えば、塗布方法は、ディップコート、スピンコ
ート、静電塗装法等を用いてもよい。外周面シール層２９を形成する塗料の塗布を、複数
回繰り返してもよい。上記実施形態において、ディップコート（浸漬）により第１の外周
面シール層２９１を形成する場合には、分離膜２４にマスクを施して、第１の外周面シー
ル層２９１を形成するのが好ましい。このようにすると、分離膜２４の表面にガラスコー
ティングが形成されるのを防止することができるからである。
【００４７】
Ｂ－５．第５変形例：
　上記実施形態において、基材２２としてアルミナ製の多孔質体、分離膜２４としてアル
ミナ製の多孔質膜を用いたが、基材および分離膜の材料は、これに限定されない。基材と
しては、種々の多孔質無機材料を用いることができ、例えば、ムライト、チタニア、ジル
コニア等のセラミックを用いてもよいし、ステンレス、チタン等の金属材料を用いてもよ
い。分離膜としては、ムライト、チタニア、ジルコニア、ゼオライト、パラジウム、カー
ボン、アモルファスシリカ、ＭＯＦ（金属有機構造体）等からなる固液分離膜（精密ろ過
膜（ＭＦ），ナノろ過膜（ＮＦ），限外ろ過膜（ＵＦ），逆浸透ろ過膜（ＲＯ））、分子
レベルでの分離が可能な分離膜等を用いてもよい。
【００４８】
Ｂ－６．第６変形例：
　上記実施形態において、孔径や材料の異なる複数の層を基材の分離膜が形成される領域
に有する多層構造の基材を用いてもよい。例えば、上記実施形態の基材２２と同一形状の
支持体の流路２６の表面に、孔径が基材２２よりも小さく、分離膜２４よりも大きい多孔
質構造の中間層を設けた２層構造の基材を用いることができる。この場合、中間層の表層
表面に分離膜２４を形成すればよい。中間層は、支持体と同一の材料で形成してもよいし
、異なる材料で形成してもよい。また、中間層を、支持体と同一の孔径で、支持体と異な
る材料で形成してもよい。さらに、中間層を２層以上とし、３層以上の層を有する基材を
形成してもよい。
【００４９】
Ｂ－７．第７変形例：
　上記実施形態において、第１の外周面シール層２９１が第１の端面シール層２８１から
延設され、第２の外周面シール層２９２が第２の端面シール層２８２から延設される例を
示したが、外周面シール層２９は、端面シール層２８と独立して形成されてもよい。例え
ば、円筒状の第１の外周面シール層２９１および第２の外周面シール層２９２を用意して
、基材２２の外周面２２３上に嵌めてもよい。また、例えば、変形例１の図６（Ｂ）に示
したような構成の外周面シール層２９Ｂの場合に、第１の外周面シール層２９１Ｂを第１
の端面シール層２８１から延設し（第１の端面シール層２８１と一体的に形成し）、第２
の外周面シール層２９２を第２の端面シール層２８２から延設し（第２の端面シール層２
８２と一体的に形成し）、予め円筒状に形成された第３の外周面シール層２９３Ｂを、基
材２２の外周面２２３上に嵌めてもよい。このように、外周面シール層２９を、端面シー
ル層２８と独立して形成する場合、例えば、熱収縮チューブを外周面シール層２９として
用いることができる。熱収縮チューブを用いる場合、基材２２の外径より大きい内径の熱
収縮チューブを用意して、熱収縮チューブ内に基材２２を挿入した後、熱収縮チューブを
加熱して収縮させることにより、外周面シール層２９を形成することができる。
【符号の説明】
【００５０】
　　２０，２０Ａ～２０Ｆ，２０Ｐ…分離膜構造体
　　２２…基材
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　　２４…分離膜
　　２６…流路
　　２８…端面シール層
　　２９，２９Ａ～２９Ｆ…外周面シール層
　　３０…筐体
　　３１…導入口
　　３２…濃縮液排出口
　　３３…第１の濾過液口
　　３４…第２の濾過液口
　　３５…金属製遮断部材
　　３６…金属製遮断部材
　　３７，３８，３９…Ｏリング
　　１００…分離膜構造体モジュール
　　２２１…第１の端面
　　２２２…第２の端面
　　２２３…外周面
　　２８１…第１の端面シール層
　　２８２…第２の端面シール層
　　２９１，２９１Ａ～２９１Ｅ，２９１Ｐ…第１の外周面シール層
　　２９２，２９２Ａ～２９２Ｅ，２９２Ｐ…第２の外周面シール層
　　２９３Ｂ～２９３Ｅ…第３の外周面シール層
　　２９４Ｃ…第４の外周面シール層
　　２９８…円孔
　　ＣＬ…二等分線

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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